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１ 県立特別支援学校整備計画

平成２２年２月に「熊本県立特別支援学校教育整備推進協議会」から知的障がいのある児

童生徒を教育する特別支援学校における児童生徒数増加への対応など、４点の協議事項に

関する意見をまとめた報告を受け、平成２３年５月に県教育委員会として「県立特別支援学

校整備計画」（以下「整備計画」という。）を策定した。（図１参照）

県立特別支援学校整備計画（Ｈ２３．５策定）

知的障が
い特別支援
学校がない
地域への整
備

知的障がい特別支援学校における児童生徒数の増加を踏ま
え、受け入れ態勢の検討、整備を進める。

校名変更 特別支援学校
老朽化対策

重度重複
児童生徒を
対象とする
新校の設置

１ ３２ ４

Ｂ
熊本市周辺対策

Ａ
熊本市対策

軽度知的障
がいニーズ
への対応

５ ６

Ｃ
その他地域対策

基本計画

熊本県立特別支援学校教育整備推進協議会（Ｈ２１．５～Ｈ２２．２）
Ｈ２１
年度

構想

①知的障がい者を教育する特別支援学校における児童生徒数増加への対応について

②重度・重複障がい児童生徒の安全で安心な学習環境の整備について

③身近な特支援学校で学ぶための整備について

④県立特別支援学校の校名について

協議事項

Ｈ２３
年度

済 未 未 済 未 未未 未

２ 取組の状況

これまで、整備計画の基本的な考え方に基づき、以下のとおり整備に取り組んできた。

Ⅰ 県立特別支援学校整備計画とその取組状況

Ｈ２３年５月 整備計画の基本的な考え方

図１   熊本県立特別支援学校整備計画

① 県立特別支援学校が抱える喫緊の課題解決のため、優先順位をつけて整備に取り組む

とともに、取りかかれるものからできる限り速やかに整備に着手する。

② 子どもや保護者のニーズに合致するとともに、特別支援教育の理念、障がいのある人を

取り巻く社会の変化、今後の県立特別支援学校の在籍状況等を十分踏まえる。

③ 県の厳しい財政状況を踏まえ、可能な限り既存の県有施設等を有効活用する。
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整備課題

①

重度・重複障がい児童生徒を対象とする新校を、救急対応が可能な医

療機関の近くに設置する。

目 的 医療的ケアを必要とするなどの重度・重複障がい児童生徒の安全・安

心かつ障がいに応じた適切な学習環境を確保する。

取組内容 【開校】 平成２６年４月に「熊本かがやきの森支援学校」を開校。

平成２６年１２月に新校舎へ移転。

整備課題

②

Ａ 熊本市対策

知的障がい特別支援学校における児童生徒数の増加を踏まえ、受け

入れ態勢の検討・整備を進める。

目 的 熊本市及びその周辺における知的障がい特別支援学校への就学・進

学ニーズに応える。

取組内容 【開設】 平成２３年４月に熊本聾学校内に熊本支援学校高等部東町

分教室を設置。

【開設】 平成２６年４月に八代市（旧氷川高等学校内）に松橋支援学校

高等部氷川分教室を設置。

整備課題

③

知的障がい特別支援学校がない地域の受け入れ態勢の検討・整備を

進める。

目 的 これまで知的障がい特別支援学校がなかった上益城地域、芦北地域

及び鹿本地域（※）において、地域で学ぶ場の確保を図る。

（※）鹿本地域は、現在、山鹿市のみ

取組内容 【開設】 平成２３年４月に上益城地域（甲佐高等学校内）に松橋西支援

学校高等部上益城分教室を設置。

【開設】 平成２３年４月に芦北地域（芦北高等学校内）に芦北支援学校

高等部佐敷分教室を設置。

【開設】 平成２６年４月に山鹿市（鹿本商工高等学校内）に菊池支援学

校高等部山鹿分教室を設置。

整備課題

④

特別支援学校のうち、「○○養護学校」の校名を変更する。

目 的 学校教育法改正の趣旨を踏まえ、これからの学校にふさわしい校名に

変更する。

取組内容 【実施】 平成２４年４月に「○○養護学校」の校名を「○○支援学校」

に変更。
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知 的 障 が い （本 校 ）

肢 体 不 自 由 ・知 的 障が い （本 校 ）

知 的 障 が い （分 教 室 ）

山 鹿 市
・ 山 鹿 分 教 室

菊 池 支 援 学 校
＜ 知 的 障 が い ＞ 高 等 部

熊 本 市
・ 東 町 分 教 室

熊 本 支 援 学 校
＜ 知 的 障 が い ＞ 高 等 部

甲 佐 町
・上 益 城 分 教 室

松 橋 西 支 援 学 校
＜ 知 的 障 が い ＞ 高 等 部

八 代 市
・ 氷 川 分 教 室

松 橋 支 援 学 校
＜ 知 的 障 が い ＞ 高 等 部

芦 北 町
・ 佐 敷 分 教 室

芦 北 支 援 学 校
＜ 知 的 障 が い ＞ 高 等 部

Ｈ ２ ６

Ｈ ２ ３

肢 体 不 自 由 （本 校 ）

Ｈ ２ ３

Ｈ ２ ６

Ｈ ２ ３

熊 本 市
・熊 本 か が や き の 森 支 援 学 校

（本 校 ）

肢 体 不 自 由 （分 教 室 ）

Ｈ ２ ６

《平成２３年度、平成２６年度に開校・開設した特別支援学校等の配置状況》

図２   Ｈ２３、Ｈ２６に開校・開設した特別支援学校等の配置図
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１ 経緯

整備計画において、６つの整備課題を掲げ、これまで着手可能なところから整備を進めて

きたところであるが、喫緊の課題である熊本市及び周辺整備については、「分教室整備後も

増加が予想される熊本市における整備については、熊本市と協議する」、また、軽度知的障

がいニーズに対応した新設高等支援学校（仮称）整備については、「既存施設を活用した整

備を検討する」としながらも、具現化していないことから、整備計画を着実に推進していくため、

平成２６年度に「県立特別支援学校整備計画」第１次実施計画（以下「実施計画」という。）の

策定に向け、実施計画検討会（以下「検討会」という。）を設置した。 （図３参照）

検討会では、図３①～④の整備事項について６回にわたり協議を重ね、平成２７年１月に

提言が報告された。

Ｈ２７

年度 実施計画の推進

県立特別支援学校整備計画（Ｈ２３．５策定）

知的障が
特別支援学
校がない地
域への整備

知的障がい特別支援学校における児童生徒数の増加を踏ま
え、受け入れ態勢の検討、整備を進める。

校名変更 特別支援学校
老朽化対策

重度重複
児童生徒を
対象とする
新校の設置

１ ３２ ４

Ｂ
熊本市周辺対策

Ａ
熊本市対策

軽度知的障
がいニーズ
への対応

５ ６

Ｃ
その他地域対策

基本計画

「県立特別支援学校整備計画」第１次実施計画(予定）Ｈ２６

年度

Ａ
熊本市対策

（熊本市抜本対策）

熊本市抜本対策
の整備について

熊本支援学校
の整備について

熊本市周辺の特別支援学校
の整備について

Ｂ
熊本市周辺対策

（教室不足・過密化解消対策）

軽度知的障がい学校
のニーズへの対応

新設高等支援
学校(仮称）の
整備について

【検討会の概要】

１ 期間

平成２６年度

２ 検討事項

1) 熊本市及び周辺の
特別支援学校の整備

2)  新設高等支援学校
の整備

３ 検討会回数

６回

４ 検討会等メンバー

学識者等７名

５２２

実施計画

熊本県立特別支援学校教育整備推進協議会（Ｈ２１．５～Ｈ２２．２）Ｈ２１
年度

構想

Ｈ２３

年度

Ⅱ 「県立特別支援学校整備計画」第１次実施計画の概要

図３  県立特別支援学校整備計画における検討会の位置づけ

1 2 3 4
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２ 目的

整備計画を着実に推進していくため、特別支援学校の安全安心な教育環境整備の実現

に向けた具体的な実施計画を策定し、早期整備を目指す。

県教育委員会では、検討会で、早期に整備が必要なものとして協議された事項について

の提言を尊重するとともに、今後、残された整備課題も含めて、整備内容を具体化できたも

のから、逐次、個別の実施計画を策定し、加えていくこととする。

３ 今回策定の実施計画

今回、検討会からの提言のうち、喫緊の課題である熊本市抜本対策を最優先に取り組む

こととし、次の２つの整備について、実施計画を策定する。

≪ 熊本市の知的障がい特別支援学校の整備 ≫

①東部新設支援学校(仮称)整備実施計画

②熊本支援学校（緊急対策）整備実施計画

   

４ 残された整備課題について

特別支援学校を希望する児童生徒数は今後も増加すると予測される。

検討会では、

  （１）熊本市及び周辺の特別支援学校の整備について

・熊本支援学校…（現敷地内での全面見直しも含めた整備）

・菊池支援学校…（旧肥後学園跡地の利活用を含めた整備）

・大津支援学校…（現敷地内での階層化を含めた整備）

    （２）軽度知的障がいのある生徒を対象とする特別支援学校の整備について

・県南新設高等支援学校（仮称）…（旧氷川高校跡地を活用した整備）

以上の学校の整備についても、早急な教育環境の整備を求めると提言している。

今後、知的障がい特別支援学校の児童生徒数の推移や検討会の提言等を踏まえ、教室

不足・過密狭隘化の解消や軽度知的障がいの高い教育ニーズへの対応を継続して検討す

る必要がある。
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１ 東部新設支援学校（仮称）整備実施計画

２ 熊本支援学校（緊急対策）整備実施計画

Ⅲ 個別の実施計画 （熊本市抜本対策分）
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（１） 現状と課題             

【現状】

〇熊本市居住の知的障がい特別支援学校対象児童生徒数は、増加の一途を辿っている。

〇熊本市及びその周辺の知的障がい特別支援学校の定員超過と過密狭隘化が著しい。

〇平成３０年度以降、更なる増加が予測される。

【課題】

○高等部希望者の増加への対応のため、熊本市内に大規模な高等部に特化した特別支

援学校を新設することが必要である。

（２） 整備の方向性

増加する熊本市居住の高等部希望生徒の受入れのため、高等部に特化した新たな特別

支援学校については、平成３１年度までの開校を目指し、熊本聾学校北側グラウンドを活用

し、必要な整備を行う。

【所在地】    熊本市東区東町（熊本聾学校敷地内北側グラウンド）

【校地面積】  約０．９万㎡を予定

【現況】      同校敷地内グラウンドは、南側にトラック、北側に野球場等を含んだグラウンド

から構成される。南側トラックについては、体育授業等で常時活用している。

（３） 内容(想定)

【学校の特色】

〇知的障がいのある高等部生徒を教育の対象とする特別支援学校。

〇卒業後の就労を見据えた幅広いニーズへの対応を行う。

・個別の教育的ニーズに対応した教育を行う。

・社会の動向と求人ニーズ及び地域資源活用を踏まえた作業学習を行う。

〇センター的機能の充実を図る。

・一つのエリアに視覚障がい、聴覚障がい、知的障がいの特別支援学校の併設を機に、

熊本県の特別支援教育をリードするセンター的機能を持たせる。

・発達障がいを含めすべての障がいに関する教育相談に対応できる拠点施設。

○近隣校や地域との、交流及び共同学習の充実を図る。

【学校規模】

〇学級数  普通科 一般学級 １学年７～９学級（東町分教室２クラスを含む）

〇教室数  普通教室約２４室、特別教室約２４室、管理諸室約２４室

【整備内容】

○ＲＣ造   ４階建て程度（内装木質化）

○普通教室、特別教室、管理諸室、体育館等。なお、グラウンド等について３校共用とする。

○その他 ①必要な諸室の整備、②全ての障がい種に対応できるセンター的機能の整備

③地域交流スペースの整備

（４） スケジュール

年  度 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

工  程 基本構想 基本・実施設計 工事 開校

（５） その他

○現有地（熊本聾学校及び盲学校）において、３校が共存することになるため、それぞれの

機能の向上が図れるように整備を行う。

○      東部新設支援学校（仮称）整備実施計画１
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（１） 現状と課題

【現状】

〇熊本市居住の知的障がい特別支援学校対象児童生徒数は、増加の一途をたどっている。

→ 教室不足数は１７教室で、定員超過学級数が７学級である。

〇平成２６年１２月の熊本かがやきの森支援学校移転後の施設・設備が重度の肢体不自由

者用になっており、そのままの状態では、知的障がいのある児童生徒には利用しづらい。

【課題】

○今後も増加が予想される熊本市の対象児童生徒の受入れ対策が必要である。

○東部新設支援学校（仮称）が完成するまでの間、高等部生徒の増加への対応が必要であ

  る。

（２） 整備の方向性

緊急的な対応として、熊本市抜本対策の施設整備完了後までの間、児童生徒数の増加に対

応できる教室等を確保するための整備を行う。

【所在地】    熊本市中央区出水（熊本支援学校敷地内）

【改修物件】  重度重複高等部棟

【現況】      重度重複高等部棟は、重度の肢体不自由者に配慮した仕様となっており、その

ままでは知的障がい生徒の使い勝手も悪く、また受入れ児童生徒の増加にも対

応できない。

（３） 内容(想定)

熊本かがやきの森支援学校移転後の重度重複高等部棟の教室等改修整備

【学級規模】

〇学級数 高等部：１学年１～２学級、改修後は３学年で１２学級を想定

【整備内容】

○普通教室５室整備：戸口・間仕切り設置等

○重度身障用トイレを一般用トイレへ改修（２箇所）

（４） スケジュール

年  度 Ｈ２７

工  程 緊急対応整備

○     熊本支援学校（緊急対策）整備実施計画２   
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１ 軽度知的障がい特別支援学校の現状

（１）受検者数及び不合格者数の状況

   本県には、軽度知的障がいのある高等部希望者のニーズに応えるための学校等に、

ひのくに高等支援学校（１学年４学級、合志市）及び松橋支援学校高等部専門学科（１

学年２学級、宇城市）がある。これら２校における入学者選抜の状況は、平成２２年から

平成２６年の５年間の受検者数の平均が約８８人で、うち約３３人が不合格者となってお

り、軽度知的障がい（※）生徒を対象とする教育への高いニーズを示している。

     （※）軽度知的障がい：日常生活を営むのに一部援助が必要な程度の知的障がい

（２）不合格者の進路状況

表１に示すとおり、ひのくに高等支援学校等の不合格者の８割以上が他の特別支援

学校に入学している。

学校名 ２校における不合格者の進路先の割合（％）

ひのくに高等支援学校

     及び

松橋支援学校高等部専門学科

特別支援学校

（８６％）

高校等

（１４％）

注） 割合は、小数点第１位を四捨五入して表示

（３）上記２校における入学者の出身地域区分（出身中学校等所在地区分）

    表２に示すとおり、上記２校の入学者の出身地域は、ひのくに高等支援学校では、県

北及び県央で約９０％を占めている。一方、松橋支援学校高等部専門学科では、県南

及び県央で９０％以上を占めている（いずれも平成２０年度の松橋支援学校高等部専

門学科開設後から平成２６年度までの７年間の平均）。このことから、県央を境に、県北

はひのくに高等支援学校、県南は松橋支援学校高等部専門学科という選択のすみ分

けが見られる。

                                                                  単位：％

ひのくに高等支援学校 松橋支援学校高等部専門学科

県 北        ３４％        ６％

県 央        ５６％        ５３％

県 南        １０％        ４１％

※ 県北は、荒尾市、玉名市、山鹿市、菊池市、合志市、阿蘇市、菊池郡、阿蘇郡

県央は、熊本市、宇土市、宇城市、上益城郡

県南は、八代市、人吉市、天草市、上天草市、八代郡、芦北郡、球磨郡、天草郡

注） 割合は、小数点第１位を四捨五入して表示

Ⅳ 軽度知的障がい特別支援学校の現状と課題

表１

表２

９０％

９４％

２校における県北・県央・県南別入学者の割合（Ｈ２０～Ｈ２６ ７年間平均）

２校における不合格者の進路先の割合（Ｈ２２～Ｈ２６ ５年間平均）
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２ 軽度知的障がい特別支援学校の課題

（１）県南及び県央の居住者によるニーズへの対応

      軽度知的障がい対象の高等支援学校は、ひのくに高等支援学校（平成１３年度開

校）１校しかない。また、学科での対応は、松橋支援学校高等部専門学科（１学年２学

級）のみである。同学科の松橋支援学校内敷地での拡充は、地盤が軟弱で困難な状

況にあることから、検討会において、県南居住者を中心に広く県央居住者のニーズにも

対応できる新たな高等支援学校の設置の必要性が提言された。

（２）八代地域における特別に支援を要する児童生徒の増加への対応

表３に示すとおり、八代教育事務所管内における小学校及び中学校の特別支援学

級のうち、知的障がい学級及び自閉症・情緒障がい学級の児童生徒数の増加率は、１

２６．９％、１３４．６％であり、ともに県内全体の平均１１２．５％、１１０．８％を上回って

おり、八代地域の増加が著しいことを表している。

このことから、検討会において、新たな高等支援学校の設立に際しては、知的障がい

のある生徒の幅広いニーズに対応するため、専門学科に加え、普通科を設ける必要性

が提言された。

また、交通の利便性や敷地規模などの十分な教育環境がある旧氷川高等学校跡地

を活用して整備する方向性とともに、県南を広くカバーし、教育の機会をしっかりと確保

できる寄宿舎の整備などの提言も報告された。

表３ 県北・県央・県南及び八代教育事務所管内の小学校及び中学校の特別支援学級児童

生徒数の対前年比増加率

小学校（知的障がい及び自閉症・情緒障がい学級）

八代教育事務所

県南地域の教育事務所

県央地域の教育事務所

県北地域の教育事務所

事務所等名

全地域の教育事務所

１８６

５２２

９８８

５６９

Ｈ２５(人)

２，０７９

２３６

５８５

１，１０８

６４６

Ｈ２６(人)

２，３３９

５０

６３

１２０

７７

増加人数

２６０

１２６．９

１１２．１

１１２．１

１１３．５

増加率(%)

１１２．５

中学校（知的障がい及び自閉症・情緒障がい学級）

５２

１６９

４７４

２２５

Ｈ２５

８６８

７０

２２８

５０５

２２９

Ｈ２６（人）

９６２

１８

５９

３１

４

増加人数

９４

１３４．６

１３４．９

１０６．５

１０１．８

増加率(%)

１１０．８
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≪ 参 考 資 料 ≫
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１ 熊本市及び周辺の知的障がい特別支援学校の現状

（１）特別支援学級の児童生徒数の推移

図１に示すとおり、１０年間(Ｈ１６～Ｈ２５)で県内の小・中学校特別支援学級の児童生徒

数が、約２．８倍に増加している。特に図２に示すとおり、熊本市の特別支援学級の児童生

徒数が、約３倍に増加している。

（２）特別支援学校の児童生徒数の推移

図３に示すとおり、１０年間(Ｈ１６～Ｈ２５)で県内の知的障がい特別支援学校の児童生

徒数が、約１．４倍に増加している。また、図４に示すとおり、熊本市居住の高等部生徒数

も約１．４倍に増加している。

過去１０年間の、県内の小・中学校特別
支援学級の児童生徒数の推移

Ｈ１６ Ｈ２５

１，１３５人

３，１９４人
２，０００

１，０００

３，０００

０

約２．８倍

過去１０年間の、熊本市の小・中学校特別
支援学級 の児童生徒数の推移

Ｈ１６ Ｈ２５

４３３人

１，２８８人
８００

４００

１，２００

０

約３倍

過去１０年間の、県内の知的障がい特別
支援学校の児童生徒数の推移

Ｈ１６ Ｈ２５

９３２人

１，２９７人
８００

４００

１，２００

０

約１．４倍

過去１０年間の、熊本市在住の知的障がい
特別支援学校の高等部生徒数の推移

Ｈ１６ Ｈ２５

１９４人

２８０人
２００

１００

３００

０

約１．４倍

○ 県立特別支援学校（知的障がい特別支援学校）の現状と問題点等

図１ 図２

図３ 図４

単位：人 単位：人

単位：人単位：人
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（３）県内特別支援学級生徒の熊本市への一極集中の状況

図５に示すとおり、知的障がい学級及び自閉症・情緒障がい学級に在籍する児童生徒

の約４割が、熊本市内に集中している。

（４）特別支援学校高等部への進学状況

図６に示すとおり、平成２４年度の熊本市中学校の特別支援学級生徒３年生は、知的障

がい学級生徒の約９割、自閉症・情緒障がい学級生徒の約３割の生徒が高等部へ進学し

ている。

Ｈ ２ ５ 年 ３ 月 卒 、 熊 本 市 特 別 支 援 学 級 （中 学 ３ 年 ） か ら

特 別 支 援 学 校 （高 等 部 １年 生 ）へ の 進 学 割 合

知 的 障 が い 学 級 ５ ３ 人

進
学

進
学

４ ８ 人

約 ９ 割

自 閉 症 ・情 緒 障 が い 学 級 ５ ８ 人

熊 本 市 居 住

特 別 支 援 学 校 中 学 部

３ 年 生 ４ ２ 人

Ｈ ２ ４ 熊 本 市 中 学 校 特 別 支 援 学 級 ３ 年 生 １ １ １ 人

約 ３ 割

１ ７ 人 ４ ２ 人

Ｈ ２ ５ 熊 本 市 居 住 特 別 支 援 学 校 高 等 部 生 徒 １ 年 生 １ ０ ７ 人

Ｈ ２ ５ 県 内 小 中 学 校

自 閉 症 ・ 情 緒 障 が い 学 級

４ １ ％
熊 本 市

（ ６ ７ ９ 人 ）

４ １ ％
熊 本 市

（ ５ ２ ５ 人 ）

５ ９ ％
そ の 他 地 域

（ ９ ９ ６ 人 ）５ ９ ％
そ の 他 地 域
（ ７ ４ ６ 人 ）

Ｈ ２ ５ 県 内 小 中 学 校

知 的 障 が い 学 級

計 １ ， ２ ７ １ 人
計 １ ， ６ ７ ５ 人

県 内 の 小 中 学 校 特 別 支 援 学 級 に お け る 知 的 障 が い 学 級 及 び 自 閉 症 ・

情 緒 障 が い 学 級 児 童 生 徒 の 熊 本 市 居 住 割 合 （Ｈ ２ ５ ）

図６

図５
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（５）熊本市周辺の特別支援学校高等部への進学状況

図７に示すとおり、熊本市在住の特別支援学級生徒が熊本市周辺の特別支援学校の

高等部に進学している。５割強が熊本市周辺の学校に進学している状況にある。

熊 本 支援学校

大 津 支援学校

菊 池 支援学校

松 橋 西支援学校

ひ の くに高等支援学校

荒 尾 支援学校

２人

熊 本 市

松 橋 支援学校

Ｈ２５年４月、特別支援学校高等部に進学した 特別 支援学級生徒の受入れ状況

熊 本 支援 ・熊大 附 属 （５０人 、４７％ ） 熊 本 市 周 辺学 校 （５７人 、５３％ ）

Ｈ ２５ 熊 本 市 居 住 特 別 支 援 学 校 高 等 部 生 徒 １年 生 １０７人

熊 大 付属特別支援学校

１１人

１１人

１６人

４人
１３人

６人 ４４人

２ 熊本市及び周辺の知的障がい特別支援学校の問題点

   

図７



- 16 -

３ 児童生徒数の将来推計

（１）特別支援学級の児童生徒数の将来推計

図８に示すとおり、平成２５年度から平成３１年度までの推計では、今後県内の小・中学

校特別支援学級の児童生徒数が、約２．１倍に増加すると予測される。この中でも図９に

示すとおり、熊本市の特別支援学級の児童生徒数は、同様に約２．３倍の増加が予測さ

れる。

（２）特別支援学校の児童生徒数の将来推計

図１０に示すとおり、平成２５年度から平成３１年度までの推計では、今後県内の知的障

がい特別支援学校の児童生徒数が、約１．３倍に増加すると予測される。この中でも図１１

に示すとおり、熊本市在住の高等部生徒数は、約１．８倍の増加が予測される。

平 成 ３１年度までの、県内の小・中学校
特 別 支 援学級の児童生徒数の推計

Ｈ ２ ５ Ｈ ３１

３，１９４人

６，６２３人

４， ０００

３， ０００

５ ， ０００

６ ， ０００

０

約 ２．１倍

平 成 ３１年度までの、熊本市の小・中学校
特 別 支援学級の児童生徒数の推計

Ｈ ２５ Ｈ ３ １

１，２８８人

３，０１０人
２ ， ０００

１ ， ０００

３， ０００

０

約 ２．３倍

平成３１年度までの、県内の知的障がい

特別支援学校の児童生徒数の推計

Ｈ２５ Ｈ３１

１，２９７人

１，６６１人

１，０００

１，５００

０

５００

平成３１年度までの、熊本市在住の知的障がい

特別支援学校の高等部生徒数の推計

Ｈ３１Ｈ２５

２８０人

５０５人

２００

１００

３００

０

４００

５００

約１．３倍

約１．８倍

図８ 図９

図１０ 図１１

単位：人 単位：人

単位：人 単位：人
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また、図１２に示すとおり、熊本市周辺在住の高等部生徒数も約１．４倍に増加すると予

測される。

※ 将来推計は、平成 25 年度熊本県教育委員会「県立特別支援学校児童生徒数推移予測

調査」による。

（３）知的障がい特別支援学校高等部における必要クラス数の推計

図１３に示すとおり、平成３１年度の熊本市居住高等部１年生の推計では、６８

人（約９クラス分）が既存施設では対応できないことが予想されるため、増加対策と

して特別支援学校高等部の整備が必要となる。

県立特別支援学校

１２０人＋６８人（約９クラス）＝１８８人（約２４クラス）
Ｈ３１

Ｈ２９
附属

８人

県立特別支援学校

１２０人（１５クラス）

熊本市立

２４人

附属

６人

県立特別支援学校

１０１人（約１３クラス）

計

１５２人

計

１０７人

計

２２０人

附属

８人

熊本市立

２４人

Ｈ２５

６８人（約９クラス）

     
平成２５～平成３１年度熊本市居住高等部生徒１年生の入学者数推計

Ｈ３１Ｈ２５

２４８人
３５１人

２００

１００

３００

０

４００

平成３１年度までの、熊本市周辺の知的障がい

特別支援学校の高等部生徒数の推計

約１．４倍

図１３

単位：人

図１２


